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１． はじめに

　信頼や規範、ネットワークといった「ソー

シャル・キャピタル」は(1)、開発研究におい

て、近年注目を得てきた。ソーシャル・キャ

ピタルという用語は新しいものではないが、

その定義について議論の一致がとれていない

あいまいな用語でもあり、様々な意味を含み

ながら進化をつづけている。1993年のパッ

トナムらの業績以降(Putnam et al. 1993)、

その用語は開発研究においても急速に用いら

れるようになり(2)、世界銀行や英国国際開発

省(DFID)などで議論や研究が始まってきた

のである。

　本研究の目的は、「ソーシャル・キャピタ

ル」の概念を、途上国における基礎教育分野

のプロジェクトに応用し、その有用性を検討

することである。特に、ドナーの支援を受け

るプロジェクトにおいてどのようなソーシャ

ル・キャピタルが、どのように評価されたり、

働きかけられたりするのか記述的事例分析を

通じて検討する。極めて広義に捕らえうる

ソーシャル・キャピタルであるが、本研究で

は「当該社会・集団内もしくは社会・集団間

において、開発目標の達成にむけて必要な何

らかの協調行動を起こすことに影響を与える社

会的な諸要因」と考え得るものに着目する(3)。

　以下、第2節で事例分析のための枠組みを

説明する。第3節で、事例として世界銀行が

支援しているイエメンの基礎教育拡張プロ

ジェクトを分析する。そして、最後の第４節

で、ソーシャル・キャピタルという概念を教

育分野における国際協力に応用する意義と日

本への示唆を述べる。

2. 分析の枠組み

　基礎教育分野における中心開発目標は、良

質の教育の普及、特に初等教育段階の完全普

及と男女格差の解消と言えよう(4)。国によっ

て、その目標の重要性、そして目標達成に向

けた優先的な課題及び最適な政策やその手段

に違いがあり得るものの、典型的な例を挙げ

ることはできるだろう。図１は、そうした典

型的な例を念頭に、基礎教育分野の目標（ア

ウトカム）達成にむけたインプットとプロセ

スにおいて、ソーシャル・キャピタルの概念

を位置付けることを試みている。例えば、「就

学の増加」という目標の達成にむけ、学校施

設、学校教職員、教材などのインプットが投

入され、学校や家庭などにおける教育や学習

のプロセスを経て、成果をもたらす。こうし

た営みの中で、様々なアクター（又はステイ

クホルダー）が関わるが、それらの協調行動

のあり方によって、たとえ量・質ともに同様

のインプットを投入しても、成果に重大な差

が生じ得るのではないだろうか。よって、協

調活動に影響をあたえる社会的な要因をソー

シャル・キャピタルと考え、対象社会におけ

る既存のソーシャル・キャピタルを評価した

り、実際にその形成や活用のために働きかけ

たりすることが目標達成にむけた活動、特に

国際協力活動の効果を高め得るのではないか

というのが本研究の関心である。

　アクターの視点からもう少し考えてみる。

基礎教育分野におけるプロジェクトの主なア

クターには、大きく分けると、生徒、家族、

コミュニティ、NGO、教師、学校管理者、行

政官、ドナー関係者、業者などが含まれるだ
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ろう。また、例えば、コミュニティにおいて

は部族や宗教によるグループ、行政では中央

と地方行政というように、各アクター内にお

いても様々な集団（又は組織）が考えられる。

こうした各アクター内（又は集団内）や複数

のアクター間（集団間）にソーシャル・キャ

ピタルは存在し得る。そしてその形態や程度

によって、プロジェクトのインプットの選択

や活用プロセスに伴うアクター達の様々な協

調行動を異なったものとし、目標達成度に重

大な影響を与え得る。いわば、ソーシャル・

キャピタルはプロジェクトの目標達成にとっ

て重要なインプットの一つ(5)になるのではな

いだろうか。

　いくつか具体的な例を挙げてみる(6)。例え

ば、ある家族内で「学校教育は子供にとって

必要である」などといった学校教育への肯定

的な認識が高いと、子供の通学を支援した

り、宿題を手伝ったり(7)という家族の構成員

による協調行動をより高め、生徒の就学、中

退の予防(8)や学習成果の上昇(9)にも貢献し得

る。一方、「学校教育は役に立たない」といっ

た否定的な認識がコミュニティ内に強いとそ

の子供の学習効果を低くするかもしれない。

学校に対する価値観（ソーシャル・キャピタ

ル）は、子供の就学や教育の質における格差

を広めるというマイナス影響も与え得る(10)。

　コミュニティにおいては、「自分のコミュ

ニティの子供を通学させる責任がある」「地

域の学校の質を向上する責任がある」といっ

た学校教育への共有の責任感が存在し、また

それが強いと、学校建設や学校経営へのコ

ミュニティの貢献を高め、教育のアクセスや

質の改善にプラスの影響を与え得る。また、

学校への責任感やオーナーシップというある

種のコミュニティのソーシャル・キャピタル

は、PTAや学校評議会にコミュニティの代

表を加えたり、学校の経営責任をより地方に

分権したりと、様々なコミュニティ参加の奨

励政策や活動によって高まり、教育の改善に

影響し得る(11)。対象社会において全般的な民

主的過程への意識が高いと、参加型の過程を
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より進め、教育政策やプロジェクトの効果性

を高め得る(12)。

　「地縁関係」「部族関係」などコミュニティ

と教師とのネットワークもある種のソーシャ

ル・キャピタルと考えられるが、この存在は、

コミュニティが児童の通学を許可したり、教

師の学校への出勤率やパフォーマンスを高め

たりと、教育目標にプラスの影響を与える場

合があると考えられる(13)。しかし、コミュニ

ティ参加による教員の現地採用の促進など

は、「住民は教育の複雑さを理解せず個人的

政治的な意見に影響されがちだ」といった教

師のコミュニティへの不信感が強いと、教員

の抵抗を引き起こす要因になり、教育の供給

そのものを妨げるかもしれない。計画策定時

から両者を含めた話し合いを行い、教員の意

見を反映した措置をとるなど信頼感やコンセ

ンサスを築くことで、こうした抵抗を防ぐこ

とが考えられるだろう(14)。

　教育目標の達成にむけてソーシャル・キャ

ピタルのプラスの影響をより増やし、マイナ

スの影響を減らすための介入が可能な場合が

あるものの、その程度や方法については十分

な検討が必要である。例えば、コミュニティ

参加の促進活動において、コミュニティに期

待する役割が負担になりすぎた場合は、か

えってコミュニティの学校や行政への不信感

が高まるなど、子供の教育に対するアクター

間の協調行動にマイナスの結果を及ぼす可能

性もあることに(15)留意すべきである。

３． イエメン基礎教育拡張プロジェクト

の事例分析

　イエメン政府は、教育セクターにおいて適

切な質の基礎教育を全児童に与えることを最

重要課題としており、基礎教育拡張プロジェ

クト(Basic Education Expansion Project:

BEEP)はその達成のために、教育省が実施し

ているプロジェクトである(16)。イエメン教育

省と世界銀行は、1997 年 7 月に教育セク

ターにおける新規プロジェクトの準備を開始

したが、進行中のプロジェクトのパフォーマ

ンスが望ましくないこと、政府の教育支出の

効率性が低いことなどから、その開発目標や

活動内容の慎重な検討が行われた。1999年

半ばに基礎教育への農村児童の就学を増加さ

せることに焦点をあてた開発目標とコンセプ

トへの政府と世銀の合意が得られ、活動内容

の再検討を経て、ようやく2001年1月に投

資総額6260 万ドル相当の5年間プロジェク

トの実施が始まった。

　BEEPは、「ソーシャル・キャピタル」の

開発目標達成にむけた役割に極めて、着目し

ているプロジェクトと考えられる。本節で

は、BEEPにおいて実施前にどのようなソー

シャル・キャピタル的なものが分析されたの

か、それらに対しどのような働きかけが計画

され、実施されているのか、これまでの達成

度はどうか、そして教訓は何かということを

検討する。�

（１）形成段階において

　BEEPの開発目標の達成にむけた政策や手

段は、様々な方法で検討され、主にその効果、

コスト、実施可能性においてより適すると判

断されたものが選ばれてきた。コミュニティ

参加の促進や行政のアカウンタビリティの強

化というソーシャル・キャピタルと極めて大

きく関連していると考えられる政策の必要性

は、BEEPのプロジェクト・コンセプトの合

意段階で既に提示されていた。さらに具体的

なプロジェクト活動内容の形成と調整が行わ

れる中、社会面、制度面、経済面についての

アセスメントがなされ、ソーシャル・キャピ

タル的なものの分析や対処法についての提案

が行われた。中でも、表１が示すように、コ

ミュニティや行政の持つ規範や価値観及びコ

ミュニティと行政との間の信頼関係やネット

ワークといったものが注目された。

　社会面アセスメントは、「コミュニティの

学校教育に対する認識や役割」に注目し、特
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に女子通学を促進しうる条件と政策手段につ

いて検討した。また教育分野におけるコミュ

ニティ参加の経験（特にUNICEF,GTZ,

SFD(17)のプログラム）を通じ、他のセクター

での取り組みも参考にしながら、教育へのコ

ミュニティの参加をより促進していくための

計画を提案した。その際、「コミュニティと

行政との間における信頼関係や役割」につい

ても考慮し、例えば学校建設や学校運営時で

の役割分担についてどのような合意をするこ

とが重要か、実施中のフォローはどうすべき

かなどについても検討した。

　制度面アセスメントは、「教育行政組織内、

または財務省など他の行政との間における信

頼感・責任感・ネットワーク」、そして「行

政官と外部支援者との間におけるプロジェク

トに対する認識」に注意して、プロジェクト

の実施体制のあり方を検討した。プロジェク

トの効果と持続性を高めるために、教育行政

の制度に整合した形で、教育省のプロジェク

トへの実施責任とオーナーシップを高めるた

めの方法を検討した。ドナーの支援プロジェ

クトは、形成過程でも実施課程でもドナーの

スタッフやコンサルタントが主導権を握り、

教育省の行政官たちの参加や役割は限られて

いる場合が多く、概してその持続性やプロ

ジェクト対象地域外への波及効果は弱いと指

摘されてきたためである。また、地方分権化

の動きを踏まえ、プロジェクト実施における

中央と地方の役割分担について、教育省制度

の見直し案、教育行政官のマネージメント能

力やシステム（情報システム、財務システム、

給与システム）の分析を基に検討した。

　経済面アセスメントは、イエメンにおける

異なるプロジェクトの学校建設のコストと女

子就学への効果との関連を、コミュニティ参

加の形態の違いを考慮したうえで比較分析し

た（費用対効果分析）。その結果、調達シス
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テム・手続きが簡略で、コミュニティの参加

が建設時また建設後も積極的であるプロジェ

クトは、実質コストがより低く、建築期間も

短く、女子就学への効果性も高いという結果

となった。「コミュニティの学校への役割」と

「地方分権など行政の簡素化」が教育投資の

費用対効果を高めるうえで重要であると再確

認されたのである。

（２）実施にむけて

　BEEPの開発目標の達成に対し重要な影響

を与え得ると評価されたソーシャル・キャピ

タル的なものに対して、そのプラスの影響を

より引き出し、マイナスの影響を減らすため

の対応策がとられた。表２が示すように、こ

うした対応策は、プロジェクトの活動内容と

その実施体制に反映された。以下に主な対応

例を説明する。　

　まず、プロジェクトの活動内容への反映

（政策手段オプションの取捨選択）について

は、「コミュニティと行政の関係」を強める、

「行政間の役割分担」を明確にして機能を改

善するという、いわばソーシャル・キャピタ

ルに直接働きかけるキャパシティの強化が、

アクセスや質の向上と並ぶ活動目標の一つと

された。BEEPの基礎教育への農村児童の就

学を増加させるという開発目標は、3大活動

目標の成果（アウトプット）によって達成す

ると期待されている。第１の成果はアクセス

の拡大で、遠隔農村地域で利用可能な教室数

の増加によって、児童、特に女子の低学年へ

の就学機会が増加すること。第２の成果は質

の向上で、学校におけるリソース（教員、備

品、教具など）の質の改善で、特に女子とそ

の家族にとって学校が魅力的なものとなり、

女子の就学率と通学継続率が高まること。そ
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して、第３の成果がキャパシティの強化で、

コミュニティ参加を含む教育マネージメント

の強化により、教育予算の効率的・効果的活

用を図り、教育機会及び質の改善にむけたプ

ログラムの持続性をより確固たるものにする

ことである。これらの活動に予定された

BEEPの総費用は6260 万ドル相当で、その

財源はIDA(18)が 5600万ドル、政府予算 480

万ドル、ローカルコミュニティが180万ドル

と、割合的には少ないもののコミュニティの

役割が金額でも明示されている。

　コミュニティの参加促進のためのキャパシ

ティ強化活動は、コミュニティ及び行政側双

方に対してプロジェクト州と地区で試験的に

実施されている。行政側では、中央と州にお

ける教育行政で、コミュニティ参加ユニット

の試験的な設立やスタッフのトレーニングな

どが行われ、新しい役割を組織化していくと

なった。教育省は、一部の地域でコミュニ

ティ参加プログラムの実施経験をもつGTZ

やローカルの専門家（SFDやNGOなどでの

経験者）の技術協力を受け、フィールドの経

験をより行政にも生かし、広く普及すること

を目指している。

　アクセスと質の向上という他の2大目標に

対する活動内容も、キャパシティ強化を目標

とする活動と関連し、ソーシャル・キャピタ

ル的なものへの配慮や活用を試みている。例

えば、塀、女子用トイレなどを考慮した学校

のデザイン規格の導入やプロジェクト学校へ

の試験的文房具セットの提供などは、女子の

通学に対するマイナスの条件を減らし、女子

通学を家族やコミュニティが奨励しうる環境

を作ることを目指したもので、「コミュニ

ティの女子教育への認識や規範」に配慮した

ものと言える。

　BEEPのコンセプトは一見シンプルである

ものの、イエメンにとって様々な新しい試み

を含んでいる。よって、行政の政策実施・吸

収能力を考慮しながら、また政策手段そのも

のの適切性を検討するため、BEEPは20州

のうち4州(Governorate)のみで実施される

こととなった。これらプロジェクトの対象

州、さらに区の選定は、「中央・地方の行政

間また行政とコミュニティの信頼・協力関

係」の重要性を考慮し、透明性の高い方法で

なされている。対象地域選定についての不平

感が高まると、プロジェクトに対する様々な

政治的妨害が予想されたためである。プロ

ジェクト対象区は教育統計を使って選定さ

れ、その選定基準指標とデータは公表されて

きた。また、プロジェクト区別の学校建設対

象地区の数や場所は、スクール･マップ・デー

タ分析を基に検討選定され、さらにその地区

へのフィールド調査結果のデータに基づいて

プロジェクト運営委員会にて最終決定が毎年

行われている。そのデータは必要に応じ報

告、公表され、そのためのデータ収集や分析

方法についてはキャパシティ強化を目標とす

る活動で支援されている。

　さらに、プロジェクト区の中からの学校建

設対象地区（通常キャッチメント・エリアと

呼ばれる）の選定については、「コミュニティ

の学校教育への意識や役割」を重視し、でき

るだけコミュニティ参加を奨励することを狙

いとしたものを導入した。教育省は、学校建

設サイト候補地でフィールド調査を行う際、

コミュニティの調査を担当する行政官も含め

ている（できるかぎり女性を含む）。ただし、

コミュニティの貢献を数値的に設定した最低

選定基準を設けるなど、その貢献度や自発的

意欲の高さで優先順位を決める主な基準とは

していない。あくまでも、その地区の女子が

他の地区に比べてどれほど学校へのアクセス

に欠如しているのか、逆に言えばどれほどそ

の地区への介入が女子の就学を増加させる可

能性があるのかということが最も重要な基準

となる。コミュニティ調査の役割は、コミュ

ニティの学校建設へ貢献する意欲や内容、ま

た女子の通学に対する反発の有無などについ

て調べながら、その地区周辺の典型的な教育

データ（学齢人口、就学数、学校施設、教員
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など）や建設計画（建設規模、就学見込みな

ど）の妥当性を検討し、選定された地区に対

しては建設実施中・実施後についての責任感

を高めることである。

　プロジェクト実施体制は、「教育行政官の

オーナーシップと責任」をより高める方向で

形成された。教育省の組織機能に対応してプ

ロジェクト実施体制を決めたが、これは教育

省の行政改革案の実施と必要に応じた改訂を

試験的に実行するものとなった。プロジェク

ト実施マニュアルには、目標別の活動計画と

実施手順とともに、中央・州・区別に実施責

任部署が明記された。その責任を得た人々に

は職務に応じたインセンティブを政府から支

払われることが約束された。近年のイエメン

における世銀支援プロジェクトでは、ローカ

ル・コンサルタントによる比較的大掛かりな

プロジェクト実施ユニット（P r o j e c t

Implementation or Management Unit:

PIU/PMU）を設立することが通例になって

いた。PIUは、有能な人材を高い給与で雇用

しており、限られた期間の投資プロジェクト

をよりスムーズに実行するには有効とみられ

た。しかし、PIUの存在は、行政官達の不平

感を募らせ、プロジェクトの効果を高め、ま

た持続性をもたらすために必要な協力が行政

官から受けられないなどという問題を招いて

きた。よって、BEEPではこうしたPIUを設

けず、代わりに、小規模の事務ユニット

(Credit Administration Unit: CAU)を中央

教育省内に設立し、世銀資金に特有な会計、

調達などの業務のための少数の指導者・監督

者的なコンサルタントのみを配置した。州と

区レベルには、特にそうしたユニットも置か

ず、責任を持たされた行政官がそれぞれの任

務に応じたトレーニングを受けている。

　このような省内の人材に頼った実施体制

は、省内の組織的また個人の能力などキャパ

シティの不十分さによってプロジェクトが頓

挫するリスクが高いと指摘されてきた(19)。こ

のようなリスクを減らすために、BEEPでは

プロジェクト形成時から行政のキャパシ

ティ・ビルディングを進め、また実施1年後

に進捗を検討し、責任をもつ部署のキャパシ

ティが大変不十分であった場合は、その活動

内容や実施体制を変えるという条件がつけら

れた。特にアクセスの向上のための活動の実

施体制は、これまでになく地方行政の責任と

権限を増したものであるため、1年目は、１

つのプロジェクト州のみで実施が始まった。

(3）これまでの成果　

　BEEPの実施状況は、全般的に予想以上に

良好で、１年目の活動計画がほぼ予定どおり

達成されたため(20)、2年目以降は４つのプロ

ジェクト州全てに対する活動計画が実施され

ている。コミュニティ参加を促進し、教育省

のオーナーシップを中央と地方において強化

するというプロジェクトの実施体制と活動内

容が機能したのである。2年目において、プ

ロジェクトの直接的介入を受けて授業を開始

したクラスは計画以上の数で、その生徒に占

める女子の割合も半数以上である。

　特にコミュニティの参加促進については

「学校建設に対するコミュニティの貢献につ

いての合意が十分に実行された」「半数以上

のプロジェクトスクールでは、学校のメイン

テネンスや運営へのコミュニティの参加が活

発である」という活動成果指標がサイト訪問

の報告内容によって半期ごとにモニターされ

ることになっている。学校のメインテネンス

についての評価はまだ無理であるが、学校建

設に対する土地や石材などコミュニティの貢

献についての合意の実現度は満足のいくもの

だったと評価されている(21)。また、コミュニ

ティ参加ユニット設立のための中央・州教育

行政の改編についても、多少遅れはあったも

のの、女性行政官の登用、経験のあるGTZの

専門家を世界銀行支援のプロジェクトでコン

サルタントとして起用など、必ずしも容易で

はない試みを成し遂げて、着実進んでいる(22)。

　BEEPについての評価は、ログ・フレーム
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に基づく半期ごとのプログレス・レポートの

他にも、政策レター(23)に基づく政策レビュー

や包括的なプロジェクトの中間評価と終了時

評価レポートを通じて政府及び世界銀行に

よって行われる予定である。よって、まだ

BEEPについて包括的な評価はなされてはい

ないが、2002年10月に開催された第一回国

民基礎教育会議やその際承認された基礎教育

戦略にも、教育省のBEEPの実施体制への自

信とその開発目標にむけた活動内容に対する

肯定的な姿勢が表れており(24)、BEEPは重要

な達成を果たしてきていると言えよう。

2003年中には、BEEPのより詳しい検討も

含めて、教育省と世界銀行は、他のドナーと

ともに、基礎教育改革を全国的に実施するた

めのBEEPIIの準備を開始する予定である(25)。

（４）教訓

　以上で検討したようなソーシャル・キャピ

タル的なものが基礎教育プログラムに重大な

影響を及ぼしうるという認識は、政府もコ

ミュニティもまたドナーも持っている。た

だ、そうしたソーシャル・キャピタルを活用・

形成するための比較的新しいアプローチは、

他のキャピタルへの働きかけに比べ、準備に

時間がかかるが投資する金額そのものは少な

く、成果をみるまでの忍耐を必要とし得る。

よって、短期的なプロジェクトの効果を重視

する場合やドナー資金の実支出や物質的な成

果のみによってプロジェクトを評価する場合

には、わずらわしいものになりがちである。

　例えば、学校建設のみを目標にしたドナー

支援を受けるプロジェクトにおいては、コ

ミュニティ内のソーシャル・キャピタルのみ

を重要とみなし、ローカル・コンサルタント

らにかなり頼ったデザインを好むかもしれな

い。つまり、そのプロジェクトでは、行政と

コミュニティとの間の信頼関係といったソー

シャル・キャピタルには積極的に介入しない

ということである。よって、ローカル・コン

サルタントらが、特定の期間、ある地区に責

任をもつコミュニティの専門家として、プロ

ジェクトの実施機関（もしくはドナー）と契

約を結び、この実施機関や契約元が教育省で

はないかもしれない。この場合、コンサルタ

ントにかかる経費の高さも、不慣れな教育行

政官がコミュニティとともに技術・意識面で

新しい職務を果たすために必要な経費や時

間、さらにコミュニティへの働きかけの効果

（貢献度など）との関係で短期的に考えると、

決してドナーにとって割高なものではないと

考えられる。

　しかし、教育の総合的改善をめざすプロ

ジェクトやプログラムでは、行政を活用しな

いやり方は教育行政官の反発やモラルの低下

を招くだろうし、学校建設プロジェクトでも

その持続的効果を考えれば、やはり問題は残

るだろう。BEEPのこれまでの良好な実績を

みても、短期的または狭いプロジェクト対象

地区における成果のみにとらわれずにプロ

ジェクトをデザインすることが重要と考えら

れる。但し、実施中には、モニタリング・評

価基準に基づいてパフォーマンス状況を定期

的に審査し、必要に応じてプロジェクト・デ

ザインや実施体制を見直すという柔軟な対応

策をとることが、よりよいパフォーマンスを

引き出し、リスクを最小化することになると

考えられる。

４．おわりに

　基礎教育分野における開発目標の効率的、

効果的、そして持続的達成のためには、ソー

シャル・キャピタル的なものを具体的に把握

し、適切に対応することは非常に有用と思わ

れる。ソーシャル・キャピタルという概念や

その役割についての研究の蓄積は、ドナーに

よる援助プロジェクトやプログラムにおいて

これまで必ずしも充分に対応されてこなかっ

た目に見えない社会的な要因をより分析し、

適宜働きかける活動を支援し、その効果を評

価する際に有用と考えられる。
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　日本の開発援助政策でも、基礎教育分野の

協力において住民参加の促進、学校の運営能

力の向上、教育行政能力の強化といったソー

シャル・キャピタルと深く関連している課題

の重要性を強調している(26)。　しかし、これ

らの課題が教育分野における実際の協力内容

や実施体制に十分反映されてきているとは、

まだまだ言い難い状況ではなかろうか。例え

ば、行政とコミュニティとの「橋渡し」的な

関係作りへの日本の援助の役割は見落とさ

れ、重要な要因としては分析されてこなかっ

たのではなかろうか。今後は、このような点

にも適宜考慮しながら、日本の協力の効果を

より高める必要があるだろう。

注

(1) 佐藤(2002, p.3-4)が指摘するように、直訳

すると「社会資本」となるが、これは狭義

に「道路など社会的インフラストラク

チャー」として定着しており、議論に混乱

を招きやすい。よって、本稿では使用して

いない。
(2)  Hulme(2000,p.3), 坂田(2002,p.7)を参考

にした。
(3) この定義は、2001年8月から2002年3月

まで行われた国際協力事業団「ソーシャ

ル・キャピタル形成と評価」研究会による

ものである。本稿は、筆者が当研究会に提

出した原稿を基にしているが、注記があ

る場合を除いて、本稿にある見解は研究

会を代表してはいない。尚、本稿の掲載に

あたっては国際協力事業団から了承を得

ている。
(4)  2000年の世界教育フォーラムにて合意さ

れた「ダカール行動のための枠組み」にお

ける目標及びミレニアム開発目標におけ

る教育分野についての課題を基に極めて

簡潔に述べたものである。
(5)  ソーシャル・キャピタルは、教育の目標を

達成するために必要なインプットである

だけでなく、教育によってもたらされる

成果のひとつであるという見方もある

(Heyneman, 1998)。学校で生徒が集団活

動を身につけたり、市民教育を受けた生

徒が社会における責任を学んだり、また

学校がコミュニティ活動の場となったり

するなど、教育を通じてその社会のソー

シャル・キャピタルが形成され得る。また

学校教育は、多様な社会・経済的背景にあ

る児童が同じような公共の学校に就学す

ることで（共通のカリキュラムなど）、社

会の連携を促し市民性を強める可能性が

あるということである（World Bankソー

シャル・キャピタルホームページ）。しか

し、本研究では、前者の目標達成のための

ソーシャル・キャピタルの役割に焦点を

当てている。
(6)  以下の例の多くはWorld Bankソーシャ

ル・キャピタルホームページからの情報

に基づいているが、本研究におけるソー

シャル・キャピタルの定義に沿う形で、検

討を試みた。また、例によっては、参考文

献においてソーシャル・キャピタルとい

う用語は使われていない場合もある。
(7)  例えば、Caplan, Choy and Whitmore

(1992)。
(8)  例えば、Coleman and Hoffer（1987）。
(9)  例えば、White and Kaufman (1997)。
(10) World Bankソーシャル・キャピタルホー

ムページ"Downside of Social Capital in

Education"を参考にした。
(11) 例えば、World Bank (1995), Sawada

(1999), Rugh and Bossert (1998)を参考

にした。
(12) 例えば、Colletta and Perkins (1995)は、

コミュニティ参加の成功の前提条件とし

て政治的意志の強さ、キーアクターのコ

ミットメント、制度のキャパシティを挙

げ、伝統的及び近代的権力が民主的な意

志決定過程に基づく社会において参加型

過程はより容易であると指摘している。
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(13) 例えば、インドについてWorld Bank

(1997)では、女性教師の比率の高い学校

ほど学習達成度における男女差が少ない

し、民族的背景や言語を生徒と共有する

教師の方がより効果的であるというよう

に、教師がその性質を生徒とより共有す

ることで効果的になることがしばしばあ

ると指摘している。
(14) Caynor, (1998,p.15-19)を参考にした。
(15) 例えば、Francis (1998)は、ナイジェリア

で、PTAや学校委員会や他のグラスルー

ツな組織などボランタリー組織がその地

域の学校への就学や出席の奨励及び施設、

メインテネンス、セキュリティの改善に

役立ったと示している。しかし、こうした

ソーシャル・キャピタルにあまり頼りす

ぎたり、意志決定過程にコミュニティや

家族を十分に含めていなかったりすると、

彼らは子供を私立に通わせたり、もしく

は学校に全く通わせなかったりしてしま

うかもしれないと警告している。
(16) BEEP については、特に注記がない限り、

World Bank (1999,2000)を参考にした。

但し、ソーシャル・キャピタルの概念を用

いたBEEPの分析・記述は、筆者が行った

ものであり、必ずしもプロジェクト関係

者のコンセンサスを得ているものではな

いことをお断りしておく。
(17) SDF は社会開発基金(Social Fund for

Development)の略称。GTZはドイツ開発

公社の略称。
(18) IDAは世界銀行グループの国際開発協会

(International Development Association)

の略称で、無利子で、BEEPの場合償還期

間も40年（うち据置期間10年）という極

めて緩やかな条件の融資のこと。
(19) World Bank (2000,p.21-22)を参照。また

教育省と世界銀行との間に交わされた文

書には、"Aide-Memoire/Memorandum

of Understanding for BEEP, December

19999, March 2000"がある。

(20) World Bank Aide-Memoire for BEEP

Supervision Mission of December 2001.
(21) Ministry of Education (2002a)。
(22) Ministry of Education (2002a)及び筆者

の2002年10月のイエメン訪問における

関係者へのインタビューによる。
(23) 教育大臣から世界銀行総裁に宛てられた

基礎教育における目標と政策についての

書状のこと（World Bank 2000, Annex

11）。
(24) Ministry of Education (2002b)などの会

議資料と筆者が会議に参加した際の印象

による。
(25) 2003年3月の筆者による世界銀行スタッ

フへのインタビューによる。
(26)国際協力事業団　ホームページ （http://

www.jica.go.jp/global/education/

index.html）（2002年4月） を参考にし

た。
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